
児童扶養手当減額の見直しに関する意見書 
 

児童扶養手当は、母子家庭の生活の安定と自立の促進に寄与し、児

童の福祉の増進を図ることを目的として、昭和３６年に創設され、こ

れまで、多くの母子家庭の暮らしを支えてきました。 
こうした中、平成１４年に「児童扶養手当法」が一部改正され、手

当の受給開始から５年を経過したとき、又は受給要件該当後７年を経

過したときは、手当の額の２分の１を超えない額を減額することとさ

れました。そして、この児童扶養手当の減額は平成２０年４月１日か

ら開始され、その減額割合は、子育て支援策、就労支援策等の実施状

況を勘案して、政令で定めることとされています。 
これに併せて、「母子及び寡婦福祉法」の一部改正及び「母子家庭の

母の就業の支援に関する特別措置法」の施行により、就業・自立のた

めの支援策が強化されました。 
しかし、母子家庭は子育てと生計の担い手という二つの役割を一人

で担っているため、生活全般にわたって多くの困難を抱えており、支

援策の実施にもかかわらず、なお厳しい生活状況にあります。 
厚生労働省が実施した最近の国民生活基礎調査によれば、母子家庭

の平均所得は、全世帯平均の４割程度の水準にとどまっており、その

生活において、児童扶養手当の減額が大きな痛手となることが懸念さ

れます。 
よって、台東区議会は、国に対し、母子家庭の厳しい生活実態に十

分配慮いただき、下記事項を実施されるよう強く要望いたします。 
記 

１ 児童扶養手当の減額を見直すこと。 
２ 母子家庭の自立に向けた就業支援策の一層の充実を図ること。 
 
 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 
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